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第１回神奈川地方労働審議会

議事録

（平成２３年１１月２９日）
神奈川労働局総務部企画室

平成２３年度第１回神奈川地方労働審議会

１　日　時
平成２３年１１月２９日（火）午前１０時～午前１２時
２　場　所
ワークピア横浜「いちょう」（横浜市中区山下町２４－１）
３　出席者

【委員】

公益代表　：柴田委員、松本委員、中村委員、福田委員、照屋委員

労働者代表：柏木委員、林委員、市川委員、五十嵐委員、高橋委員、木村委員

使用者代表：石部委員、埜瀬委員、髙木委員、阿部委員、三木委員、坂卷委員

【事務局】

及川局長、西井総務部長、小松原労働基準部長、山本職業安定部長、大西雇用均等室長ほか

４　議　題

　（１）会長の選挙及び会長代理の指名
　
（２）部会委員等の指名及び同意

（３）神奈川労働局からの行政運営報告

ア　総務部長説明

イ　労働基準部長説明

ウ　職業安定部長説明

エ　雇用均等室長説明

（４）その他　質議・意見交換等　

５　議　事

○黒沢補佐
　それでは、定刻となりましたので、ただいまより平成23年度第１回神奈川地方労働審議会を開催させていただきます。
本日の進行を務めます企画室長補佐の黒沢と申します。どうぞよろしくお願いします。
　まず初めに、事務局より本日の各委員の出席状況について御報告いたします。
○岩下室長　
事務局より報告いたします。
現在、公益委員５名、それから労働者代表６名、使用者代表６名ということで、計17名です。福田委員におかれましては後ほど御出席ということで御連絡をいただいているところです。したがいまして、18名の委員の３分の２以上が御出席いただいておりますので、地方労働審議会令第８条の規定により本日の会議の開催及び議決ともに有効であることを御報告申し上げます。
○黒沢補佐
　本審議会は神奈川地方労働審議会運営規程第５条に基づき、原則として公開となっております。発言者のお名前を含めた議事録をホームページ等で公開させていただくことになっておりますので、御了承をお願いいたします。また、議事録の作成のために、御発言の際にはマイクをお使いいただきますようお願い申し上げます。
　それでは、本審議会の事務局をしております神奈川労働局を代表いたしまして、及川局長からごあいさつ申し上げます。
○及川局長
　皆さん、おはようございます。
　委員の皆様には今日は大変お忙しい中を御出席いただきまして誠にありがとうございます。また、日ごろから私ども労働局の行政に御理解・御協力を賜っておりますことに改めて感謝申し上げます。
　今日は第６期の神奈川地方労働審議会の委員の皆様の初の会合ということでございます。委員の皆様には日ごろ大変お忙しい中、委員の就任をお引き受けいただきまして、改めて感謝を申し上げます。どうもありがとうございます。
　少し労働局の状況について冒頭にご紹介させていただきますが、今年は何といいましても３月11日の東日本大震災、それ以降、雇用労働問題でも新たな対応をしてまいりました。勿論、私ども国の労働行政におきまして被災地域の雇用労働の問題に対して、体制を強化いたしまして、膨大な行政需要に対応するために、当局も含めて、全国的に応援体制を組んでやってきたというような状況でございます。
　この神奈川におきましても避難してこられた方々、福島の方が中心でございますけれども、被災者の方々に対するこの神奈川での就労の問題、さまざまな生活問題への取組みということで、労働だけではなく、「日本はひとつ」しごと協議会というふうな組織、それから県、自治体、労使の団体、さまざまな国の機関、そういった協力体制の下に取り組んできたということでございます。そういったことにつきましても、改めて感謝を申し上げたいと思っております。
　震災関係の対策につきましては、国におきましては、先に成立した第３次補正予算を中心として、フェーズ３、いわゆる第３段階の震災対策ということで、今後、相当の予算を使用して本格的な雇用創出、復興といったことに取り組んでいくことになっています。この神奈川労働局におきましても、引き続き、関係の皆さんとの協力の下に、被災した方々の就労、労働問題も含めて、この後も引き続き努力してやっていきたいと思っております。
　さて、足元の経済と雇用情勢でございますが、ちょっと振り返ってみますと、やはり３年前の秋のリーマンショック以降、雇用の悪化ということが大変深刻になったというふうな状況でございます。そういった中でさまざまな取組み、国の基金による自治体等を通じた緊急の雇用創出ですとか、あるいは、要件が緩和された雇用調整助成金の活用といったことも含めて、百年に一度と言われたリーマンショックの中ではありましたけれども、政策の下支えというふうなことも、失業者の存在を一定程度に抑えるというふうな機能はあったと思っております。そういった中で、求人需要の伸びがなかなかはかばかしくないという中で緩やかな回復でありましたけれども、今年に入って、少しは雇用の回復の動きも出てきたかなという時期の東日本大震災ということでありました。
　ですから、４月、５月と一転して雇用調整助成金の申請も急増するといったようなことがありまして、心配された状況でございましたけれども、サプライチェーンの問題等も含めて、企業の生産現場の方の大変な御努力というようなこともありまして、生産の復旧は当初の予想よりも早く、雇用情勢に関しましても、この夏以降、従来の回復軌道に再び乗ってきたということだろうというふうに思っております。
　有効求人倍率という県内の指標で見ますと、リーマンショック以降、平成21年の12月期が0.36倍で、今回の底の数値でしたけれども、少し求人倍率が回復しまして、今日、公表しました10月の有効求人倍率は前月比0.01ポイント上昇して0.50倍ということで、0.50という数値自体が大変厳しい水準ではありますけれども、ようやく0.5ぐらいまで戻してきたというのが現在の状況でございます。
　しかしながら今回は、タイの洪水などの不安な要因がありますけれども、歴史的な震災から立ち直るという中で、やはり欧州危機による世界的な景気の下ぶれリスクといったことも含めて、雇用の先行きにいろんな不安が広がっているというのが新たな状況ではないかというように見ております。
　11月21日に成立しました国の今年度第３次補正予算におきましては、先ほど申し上げました震災対策のフェーズ３の対策に加えて、急激な円高等に対応するための雇用創出基金の積み増しですとか、あるいは求職者支援制度による訓練実施枠の拡大を含めて、各般の措置が雇用労働の面でも盛り込まれるということでございますので、労働局としましても、こういったことを踏まえて、今後の情勢に対応した適時適切な対応をしてまいりたいというように考えております。このように短期的には、大変厳しい状況の中でございますが、労働行政の運営におきましては、併せて中長期的な社会経済の在り方といったものを踏まえた、それと整合性のある取組みを進めていくということも併せて重要であるというように考えております。
　基本的な方向としましては、今後も人口の減少と高齢化が進行するという中で、積極的な対策を講じない場合には、就業人口が今後10年程度の間でも相当程度減少するという状況の中で、若者、女性、高齢者、そして障害者の方々といった方々が、その能力適性に合った仕事に就くことができるような環境を促進して、雇用の拡大を図っていくという方向が１つの柱ということだと思います。これは、社会から孤立する人が生じないようにしながら、全員参加の社会をつくっていくということが１つの柱ということでございます。
　もう一つの柱はディーセントワークの実現ということでございます。すなわち、できる限り多くの方々が働きがいのある人間らしい仕事ができることということで、これはさまざまな政策領域がありますが、例えば非正規労働の方々の働き方をめぐるルールですとか環境を整備していくといったような方向、あるいは、そういった方々が生涯を通じて安心・安全で健康に働くことができるような環境を整備するといった政策を進めていくということでございます。こういった雇用労働政策の方向性につきましては、国の大きな政策枠組であります新成長戦略とか、あるいは、現在、議論が進められております社会保障と税の一体改革の議論の中でも重要なものとして位置づけられているという状況でございます。
　こういった中で、労働局といたしまして、当面の対策としてさまざまな事業なり取組みがございます。長くなるわけにはいきませんので、項目だけ、キーワード的に御紹介をしてみますと、新卒者・若年者の就職支援の対策、あるいは福祉から雇用への施策ということで、生活保護受給者の、福祉と連携して雇用を促進していくという施策。あるいは、住居・生活困窮者の方々に向けて、首都圏年内就職応援キャンペーンというものを今年10月から実施しています。
　また、10月１日から、最低賃金は836円に改定されておりますけれども、最低賃金の履行確保ということ。それから神奈川県の死亡労働災害は全国の傾向とは反して増える傾向にあります。こういったこと受けて、神奈川死亡災害撲滅緊急対策を年末に向けて実施していくということ。また、来年７月から全面施行されます改正育児・介護休業法の確実な履行に向けた周知といった取組みが一例でございます。
　また、局での取組みを重点的に今、お願いしているという分野が幾つかございまして、例えば労働契約法の周知ということ、あるいはリスクアセスメントの普及、メンタルヘルス対策の取組みの推進、それから、企業における次世代育成支援対策の取組みと、仕事と家庭の両立支援の取組みの推進、それから、ポジティブアクションの取組みの推進といったようなことがございます。
　こういった重要な雇用労働政策を運営していきます上で、神奈川労働局としまして、基本的な姿勢として、次のようなことを考えております。２点だけ申し上げさせていただきます。
　１つは、私どもは国の全国一体運営行政でございます。そういった国の全国一体運営行政としての機能と役割を十分に発揮していくということとともに、神奈川県、自治体、地元の労使の方々などと連携協力して、あくまでも利用者の立場に立った行政運営を進めるというのが１点目の姿勢でございます。現在、中央のレベルでは地域主権改革といった議論が進められておりまして、この中では国の出先機関の在り方、なかんずくハローワークの運営が大きな論点になっているというような状況がございまして、こういった中で、私どもとしましては、ハローワークの行政は、国の全国一体運営の行政ということで、総合的な政策手段とあわせて、積極的な労働市場政策の一環として全国ネットワーク、セーフティネットを提供していく。この機能をしっかり果たしていかなければいけないという立場で、しっかりやっていくという姿勢でございます。
　併せて、雇用の問題は地域に密着した問題でもございますので、そういった観点で地元の自治体等と協力連携して進めていくというということで、そういった一環としまして、神奈川県では、今日、お配りの資料の中にも入っていたと思いますけれども、雇用施策等実施方針という形で、これは労働局が実施すること、県が実施すること、協働して実施することということを毎年度、両者の中で確認して検証しながら進めていく、そういう協力関係でやっていくという取組みを実施しております。
　また、横浜市との間では、横浜市雇用対策協定を今年の１月１日に締結させていただきまして、これに基づいて双方が協力して実施していく取組みを毎年度確認して、検証しながら対策を進めていくというよう枠組みで、協議会をつくりながら取り組んでいくという状況でございます。
　２つ目のポイントとして、やはり施策の周知・広報ということでございます。労働関係の施策もずいぶん多岐にわたり、わかりにくい部分も多いということがございます。当然、特に中小企業の方から、変更も多いし、わかりにくいという声はよく聞くわけでございますが、こういった中で、やはり施策というのは現場の職場で理解していただいて、守っていただく必要があります。私どもは、これまで必ずしも十分でなかった施策の周知・広報をしっかりやっていきたいということです。
　今、いろんなところでお願いして普及しておりますのは厚生労働省が始めております厚生労働省人事労務メールマガジンについて、いろんな制度の改正等も踏まえながら、更にいいものを出していくということです。それから、中小企業の方々などを特に念頭に置いて、助成金などを一貫性を持ったウェブサイトで周知しております。ささやかな試みですけれども、この８月から当神奈川労働局といたしましても、神奈川労働局メールマガジンというものの配信を開始しておりまして、これは厚生労働省人事労務メールマガジン等を補完しながら、神奈川における取組みとか、神奈川として特にお願いしたい点とか、そういったことを定期的に配信していくということでございます。
　こういったことを、事業主の方々にとって役に立つような形で出していきたいというように思っておりますので、また、そういった面からも、中央の問題とまた、当労働局の取組みに対する御意見等もうかがいながらしっかりやっていきたいというに思っております。
　少し、前置きが長くなりましたけれども、本日は本年度の行政運営方針に基づいて実施した事業の実施状況につきまして、この後、各担当の部長等から、簡潔な説明を申し上げたいと思っておりますので、委員の皆様から労働局の行政運営について是非、忌憚のない御意見をいただきまして、今後の労働当局の行政運営に反映していきたいと考えております。そういったことで、改めて本日はどうぞよろしくお願いいたします。
○黒沢補佐
　ありがとうございました。
　本日は本審議会が６期を迎えての初めての審議会ですので、議事に移らせていただきます前に、事務局から審議会委員の皆様の御紹介をさせていただきたいと思います。
お手元のファイル綴じの資料、事務局の１というものがございまして、ここに委員の皆様方の名簿を配付しておりますので、その名簿に従ってお名前を御紹介させていただきますので、御着席のまま御一礼いただければと思います。どうぞよろしくお願いいたします。
　まず最初に、横浜商科大学学長の柴田委員でございます。
神奈川新聞社編集局編集委員の松本委員でございます。
中村れい子法律事務所弁護士の中村委員でございます。
神奈川大学経営学部教授の浅海委員におかれましては本日業務の都合で御欠席でございます。
神奈川県商工労働局労働部長の福田委員でございます。
神奈川大学経営学部教授の照屋委員でございます。
　続きまして、労働者代表委員の紹介に移らせていただきます。
連合神奈川事務局長の柏木委員でございます。
電機連合神奈川地協議長の林委員でございます。
情報労連神奈川県協議会議長の市川委員でございます。
基幹労連神奈川県本部委員長の五十嵐委員でございます。
連合神奈川副事務局長の高橋委員でございます。
富士通ゼネラル労働組合川崎支部執行委員の木村委員でございます。
　続きまして、使用者代表委員の御紹介に移らせていただきます。
神奈川経営者協会専務理事の石部委員でございます。
神奈川県商工会議所連行会常務理事の埜瀬委員でございます。
ＫＫフォレスト代表の髙木委員でございます。
（株）アマダ取締役の阿部委員でございます。
（株）三木組代表取締役社長の三木委員でございます。
相鉄ホールディングス（株）取締役常務執行役員の坂卷委員でございます。
　よろしくお願いいたします。委員の御紹介は以上でございます。
　続きまして、労働局側の幹部職員の紹介をさせていただきます。
既にごあいさつ申し上げておりますが、及川局長でございます。
総務部西井部長でございます。
労働基準部小松原部長でございます。
職業安定部山本部長でございます。
雇用均等室大西室長でございます。
以上、どうぞよろしくお願いいたします。
　次に、本日の資料の確認をさせていただきます。今、ご覧いただきました資料事務局－１が委員の名簿、事務局－２が神奈川労働局の出席者名簿、事務局－３が臨時委員の名簿、それから、事務局－４が専門委員の候補者の名簿、事務局－５が審議会関係の諸規定でございます。以下の資料につきましては、それぞれ共通の部分と、それから部・室ごとの仕分けで番号を付けさせていただいております。机上配付といたしまして、先ほど局長から御説明申し上げました神奈川労働局のメルマガのチラシと、それから、本日解禁でございますけれども、労働市場速報の10月分の資料を配付させていただいております。よろしいでしょうか。
　それでは、議事に移りたいと思います。本日、会長が決まるまでの間、事務局の岩下企画室長が議事を進行させていただきますので、御協力をお願いいたします。
　それでは、岩下室長、お願いします。
○岩下室長
　それでは、会長選出までの間、事務局の企画室の岩下が進行を務めさせていただきます。
　まず、議事の第１は会長選挙及び会長代理の指名でございます。地方審議会令第５条第１項により、公益を代表する委員のうちから、委員が選挙することになっております。本日、どなたか立候補される方、いらっしゃいますでしょうか。
　特に立候補される方がいらっしゃらないようでございますので、会長候補として、柴田委員を事務局では御推薦を申し上げたいと思いますが、いかがでしょうか。
（異議なし）（拍手）
○岩下室長
　ありがとうございます。それでは、柴田委員が会長に就任されることに御賛同いただきましたので、これをもって会長は柴田会長ということでよろしくお願いをしたいと思います。
　それでは、新会長の柴田委員から一言ごあいさつを頂戴いたしたいと思います。
○柴田会長
　改めまして、柴田でございます。
　ただいま、御指名をいただきまして御推挙いただきましたので、かわりばえしませんけれども、今期の会長を務めさせていただきたいと思います。
　先ほど及川局長の方から今年の厳しさという話がありました。もっと言うと、恐らくこの第二次大戦後、我が国にとって今年は最大の、何というのでしょうか、天災・人災を含めまして、大変な状況かと思います。私の小さいころ、名古屋で地震に遭いまして、大変でしたけれども、最近の、大変な状況というのは戦後日本最大だろうと思います。それから局長からお話しいただきましたけれども、今期はいろんな施策を、国との連携として県、市とのやりとりをいろいろしていただいているということで本当にありがたいことだと思っております。資料をご覧いただきましても、いろんな形での活動がたくさんあるわけでございます。そういったものを拝見しながら、ここにお集まりいただきました皆様方、どうか、いろんな角度から御意見を賜りまして、少しでも未来に対して明るい日本、神奈川ふれあい、そんなところで頑張りたいと思いますので、よろしく御協力のほどお願いいたします。
○岩下室長
　ありがとうございました。
　それでは、これから以降の議事の進行につきまして、柴田会長にお願い申し上げます。
　柴田会長、よろしくどうぞ、お願いいたします。
○柴田会長
　それでは、次第に従いまして議事に入らせていただきます。
　まず、最初でございますが、会長代理の指名ということになっておりまして、これは私の方から指名させていただくということでございます。地方労働審議会令第５条第３項で、会長が指名となっておりますので、私の方から、松本委員にお願いしたいと思います。いかがでしょうか。
○松本委員
　結構です。
○柴田会長
　ということで、松本委員に御了解いただきましたので、よろしくお願いをいたします。
　次に、議題の２でございます。部会の委員等の指名及び同意に入りたいと思います。本日の資料の中に、事務局の３と４というものがございます。臨時委員名簿、専門委員候補者名簿が提出されております。
　それでは、それにつきまして、事務局から説明をお願いします。
○岩下室長
　それでは、御説明いたします。
　本審議会には、特別な事項を調査審議するための労働災害防止部会、それから家内労働部会及び港湾労働部会の３部会が設置されております。部会の委員につきましては、本審議会委員のほかに、臨時委員及び専門委員から任命することとされております。
　そこで、資料番号事務局－５でございますが、こちらの地方審議会令第３条をごらんいただきたいと思いますが、関係する臨時委員、専門委員は第２項第４号により、労働局長が任命することとなってございます。
　臨時委員につきましては、資料番号の事務局－３をごらんいただきますと、こちらの方に記載をさせていただいております。関係する臨時委員につきましては事務局－３の臨時委員名簿のとおり任命しておりますので、よろしくお願いを申し上げます。
　また、専門委員につきましては、地方審議会令第３条第４項になりますが、この規定により審議会の同意を得て局長が任命ということになっておりますので、資料番号「事務局－４」をごらんいただきますと、候補者としての名簿がございます。本日の審議会で皆様方の御同意をいただき、本日付で任命をする運びといたしたいと考えております。
　そして、各部会の構成につきましては、地方審議会令の第６条第２項により部会に属する委員、臨時委員及び専門委員は、会長が指名することとなっておりますが、専門委員の任命に御同意をいただいた段階で、その専門委員を含めた形での各部会の編成案をお示しして、検討をお願いしたいと思います。以上でございます。
○柴田会長
　ありがとうございます。
　ただいま御説明がありましたように、専門委員でございますけれども、これは本委員会の委員の皆様の同意を得るということになっておりますので、事務局資料－４の中に書いてあります３人の方に、専門委員として任命することに御同意いただけますでしょうか。
（「異議なし」と声あり）
○柴田会長
　それでは、本審議会といたしまして、本日付けでこの３名の方に専門委員として任命することに同意いたします。
　続いて、それでは、ここで、事務局は各部会の候補者名簿を配付してください。
（事務局から３部会委員候補者名簿を配付）
○柴田会長
　お手元に配付されておりますが、労働災害部会、家内労働部会、３番目が港湾労働部会、以上の３つの３部会の委員でございます。これにつきまして、何か御意見がございますか。
　特段御意見がないということでございますから、本日付けをもちまして、この３部会の委員を決定いたしたいと思いますが、よろしゅうございますか。
（異議なし）
○柴田会長
　ありがとうございます。
　それでは、異議なしということで、本日をもちまして、労働災害防止部会、家内労働部会、港湾労働部会の委員を決定することにします。
　なお、部会長の選任につきましては、地方労働審議会令第６条第５項により、「当該部会に属する公益を代表する委員及び臨時委員のうちから当該部会に属する委員及び臨時委員が選挙する」と規定されておりますので、よろしくお願いしたいと思います。
　それから、また、同条第８項及び神奈川地方労働審議会運営規程第10条によると「部会長が本審議会の委員である部会の議決は本審議会の議決とする」と、このように定められておりますので、その点につきましても御留意をお願いしたいと思います。
　その他、議題２に関連しまして、何か御意見等ございますか。
　それでは、第３の議題に入らせていただきます。
　第３は、神奈川労働局からの行政運営報告に入らせていただきます。この議題ですけれども、総務部長、労働基準部長、職業安定部長、雇用均等室長、順番で御報告をお願いしたいと思います。なお、質疑等は、すべて御報告いただきました後で、させていただきますので、よろしくお願いします。
　それでは、総務部長から、よろしくお願いします。
○西井総務部長
　それでは、総務関係につきまして私の方から４点御説明させていただきます。着席して御説明させていただきます。
　１点目でございます。これは資料にはございませんが、神奈川労働局の組織の一部変更を行っております。求職者支援法に基づく業務を担当するため新たに職業安定部に求職者支援室を設置しております。支援室の創設に伴いまして、これまで労働保険の適用関係に関する業務を行っておりました総務部の労働保険適用室を廃止し、この労働保険適用室が行っていた業務を労働保険徴収課に統合いたしました。これが10月１日付けの神奈川労働局の組織の変更でございます。
　次に、２点目でございますが、労働保険に関する業務についてでございます。労働保険は、労働者のセーフティネットでもあります失業給付、労災補償給付などを通じまして、労働者の保護、生活及び雇用の安定、そして労働者の福祉の増進を財政面から支えるというものでございます。したがいまして、費用負担の透明性を確保するために私ども労働保険料の適正な徴収、未手続事業の一掃など計画的に取り組んでおるところです。
　資料、「総務－１」を開いていただきたいと思います。その中で14番、神奈川というところがございますが、労働保険料の徴収状況、それから年度が確定しないと、年度途中ではなかなか評価ができませんので、本日の資料につきましては22年度の報告ということです。徴収決定額が当局管内におきまして、1,656億円、これは前年度と比較いたしますと、ほぼ243億円の増という形でございます。それに対しまして収納額、これは実際徴収した金額でございますが、1,604億円。収納率で見ますと、96.8％という数字でございます。これは21年度から0.6％の増という形になっております。今年度分につきましては、この労働保険徴収状況におきまして、昨年度、非正規労働者の雇用保険の適用範囲が拡大されたということもございまして、今年度も引き続きまして短時間就労の人についての徴収漏れがないかどうか、あるいは許認可事業を対象とした重点的な取組みで、未手続の一掃ということを行っておるところでございます。
　この労働保険料に関しまして、事業所の利便性向上のため、今年度３期分から口座振替により納付できるようになりました。この口座振替制度につきましては、来年度は労働保険の年度更新時からすべての事業に対して拡大されるという予定になっているところでございます。
　次に、３点目でございますが、個別労働紛争解決支援制度についてです。この個別労働紛争解決制度につきましては平成13年10月に制度を立ち上げ、今年がちょうど10年を経過したというところであります。運用状況つきましては資料の「総務－４」にございます。
　まず、表１でございますが、年度別の状況は下の方でございますが、22年度の状況が一番下に出ている表でございます。この中におきましては、22年度の相談件数は、５万3,000件を超えているという状況です。この数字は21年度と比較いたますと、若干減少しているという状況でございます。このうち、不当解雇や労働条件や民事上の労働紛争に関するものが１万6,500件超えるという状況で、前年度比較では３％の増という状況です。
　内容については表の２でございますが、雇用関係の終了に関するものが、約30％、いじめ・嫌がらせに関するもので13％ぐらいという状況でございます。
　また、労働者からの相談から発展いたしまして、使用者に対しての助言・指導の件数は245件、前年度の比較では7.5％の減少。内容的には雇用関係の終了に関するものが34％という状況でございます。あっせんの申請につきましては253件。これは前年度と比較で11.8％の減という状況でございます。内容的になりますと、雇用関係の終了に関するものが約６割という状況です。
今年度上半期の状況でございますが、労働相談件数は約2万5,000件となっています。個別労働紛争に関するものは8,200件強、助言指導の申出件数が119件、あっせん申請の受理が128件と、いずれも前年同期比では減少という状況でございます。内容別に見ますと、相談、助言指導、あっせんとも従前と傾向は変わっておらず、雇用関係の終了に関するものの割合が若干ではありますが減少しているという状況です。なお、あっせん申請では、いじめ・嫌がらせに関するものが増加している状況でございます。これは全国的にも増加傾向のように聞いております。
　次、表３でございますが、あっせん事業の処理期間では2か月以内の処理を目指すということで、22年度は80.8％、今年度上半期が78.2％となっています。2か月以内の処理というのが基本ではございますが、最近の事案におきましては、申請者と紛争調整委員の日程の調整がつかず、あっせん期日が早期に調整できないというような事案も出ているそうですが、あっせん期日の早期決定に努めたいと考えているところでございます。
　次に表４でございますが、あっせん事業の解決状況ということでございますが、参加率につきまして52.3％ということでございます。あっせんに参加した場合の合意率というものは22年度で54％、今年度上半期で約56％ということでございます。
　それで、事務処理段階で、あっせん期日の前に合意してしまう事案というものもございまして、本人に見ていただきましたら、上の表４の一番右の欄ですが、「合意（Ｃ）」の欄の中に括弧書きされておりますけれども、これはあっせんする前に合意している事案ということで、これが６件に達しているという状況ございます。これは行政が紛争の原因、事実関係、経緯等を確認している段階で被申請者が何らかの対応をしたということが１つの原因と考えておるところでございます。
以上、本年度の個別労働紛争解決制度の運用状況ということでございますが、非常に世の中、厳しい社会経済情勢の中で、こうした労働紛争の実質的な解決を支援するために、一定の成果を上げているものと考えているところです。今後とも制度の円滑な運営に努めてまいりたいと思います。以上、総務部関係の説明でございました。
○柴田会長
　ありがとうございました。それでは、引き続きまして、労働基準部長、よろしくお願いします。
○小松原労働基準部長
　労働基準部長の小松原でございます。
　それでは、基準関係の方の資料の御説明をいたします。
　まず、「基準－１」の資料でございます。労働条件の確保に関して、私ども12の監督署で、県内の主に労働者の方々からでございますけれども、労働条件の改善のために、申告という形で相談をいただいている。その処理の状況につきまして御報告申し上げます。
　ご覧いただきますと、平成10年からの数字を載せてさせていただいているのですけれども、リーマンショック以降、平成20年でございますけれども、そのあたりから増加に転じまして、22年ですが、初めて2,500件を超えるような高水準で推移したところでございます。今年に入りまして、景気の状況を反映いたしまして、落ち着きが見られております。９月末現在1,608件ということでござまして、これは対前年で比較いたしますと84％程度になっております。このまま行きますと、年間で2,140件程度ということでございますので、平成20年程度の水準まで、落ちつきを戻しているのではないかというような状況にございます。いずれにいたしましても、法定労働条件の履行確保というのが、私ども基準部の最重要課題でございます。引き続き、これを推進してまいりたいというふうに思っている次第でございます。
　続きまして、最低賃金の改定関係でございます。最低賃金につきましては、委員の皆様方はよく御存じの方が多いと思われますが、県内あまねく適用させていただいております、いわゆる神奈川県最低賃金と、もう一つ特定の産業に従事する労働者に適用されます特定最低賃金、昔は産業別最低賃金と申しましたが、これが神奈川県におきましては７つ設定されております。
　今年10月１日から適用しております県の最低賃金でございますが、前年に比較して18円のアップの836円ということで、現在、適用となっております。これが決まりましたのが８月の中旬でございますので、それ以降、私ども鋭意周知に努めさせていただいております。東京が837円であり１円の差がございますけれども、全国２番目の水準という状況になっております。
　続きまして、７つ特定の産業だけに適用しております特定最低賃金があります。これにつきましても、６業種については最低賃金審議会において鋭意議論をいただいた結果、既に答申をいただいており、12月21日の適用に向けて、手続きを進めているところでございます。
　非鉄金属を除きまして、現在すべて改定が終って、12月21日、５円から７円の幅の改定で終了しているという状況にございます。
　現在、非鉄金属につきましては、最低賃金審議会におきまして、引き続き審議をいただいております。以上が最低賃金の改定についてでございます。
　３番目の資料でございます。３番目の資料は脳・心臓疾患の労災請求、それに伴う決定状況、精神障害の労災請求の決定件数の推移でございます。
　脳・心疾患の、いわゆる過労死と言われる、長時間労働が原因となって、最悪の場合には亡くなるというケース、障害を受けるケースの労災申請でございますけれども、ご覧いただきますと、青色の棒グラフが請求件数でございます。平成20年度の82件というのがピークでございまして、その後、22年度は54件、今年度の状況を申し上げますと、やはりほぼ昨年度と同水準です。若干景気の影響があるのかという面もございますけれども、一方では私どもが努力してまいりました長時間労働対策が定着してきている中で、一定の成果があって労災の請求件数も低下しているのかなと思っております。引き続き長時間労働対策、それから仕事と生活の調和を推進することによって、この脳・心臓疾患における労災請求の件数、これを減少に向けて、取り組んでいきたいと思っている次第でございます。
　先ほどお話しました精神疾患でございます。これはいろいろな状態もございますけれども、職場で受けるメンタルヘルスケア、これが非常に注目されているのを反映していると思っていますけれども、請求件数は毎年増加しているという状況にございます。16年から22年度、初めて22年度で我が県で100件を超える請求があったという状況でございます。今年度はやはりこれを上回る請求が寄せられているというような状況下にございます。
　労災では精神疾患の認定が非常に難しいという面がございますけれども、迅速に、一人ひとりの被害者の方々を救済していくという観点から早期に決定するように、私どもも日々取り組んでおります。
　定期健康診断の有所見率の推移が図の１にございます。これは私どもの監督署に従業員50名以上の事業場の健康診断の結果を報告していただくという制度がごさいますけれども、その集計によって全国的に有所見率を把握しているというものでございます。
　これは全国平均よりも神奈川の場合、若干高いという形で推移をしているということ、それから５割を超える方が何らかの所見を現在見つけられているという状況で推移している。これには歯止めがかからないというような状況に今、悩んでいるところでございます。これにつきましても、重点の対策といたしまして、何とか５割を切りたいということで、事業場における取組みに働きかけをしているというところでございます。以上が健康関係の取組みでございます。
　県内における労働災害で亡くなった方、死亡災害の発生件数の状況、ここ３年分と、それから今年の目標を出しております。
　長期的には労働災害で亡くなられる方は減少してきているわけでございます。平成20年度の44人というのは最少の状況でございましたけれども、その後、21年、22年と年間で52人の方が亡くなっています。そして、今年、23年でございますけれども、10月末現在で43人の方が亡くなっているという状況でございます。これは22年の同期、10月末と比較いたしまして、４人の増加という状況でございます。
　今年は東日本大震災、それから、その影響もございましたし、それに伴う節電というのもございまして、やはり産業活動に停滞があったということで、全国的に見ますと、労働災害の死亡者というのは減少している状況でございます。そんな中で神奈川県は増加している。ちょっと特異な傾向がございまして、先ほど及川局長の方からもお話をさせていただきましたが、10月15日から年末まで緊急の対策を取らせていただいております。
　特徴的なのは、製造業、建設業と、それから陸上貨物運送業が多い、というのが特徴でございました。
　死傷災害、亡くなったものも含まれておりますけれども、就業を４日以上休むような労働災害に遭われた方でございます。これにつきましても、長期的には減少もしているわけでございますけれども、22年が6,500件、21年は6,200件ということで、6,000件前後のところを推移しているという中におきまして、今年の10月まで現在、昨年を若干上回るというような状況にございます。そのような状況で、労働災害全般的には減少傾向にどうも歯止めかかかっていないということで、撲滅の緊急対策を行うことにさせていただきました。
　発表した当時、10月の中旬でございますけれども、その当時では北海道に次ぐ２番目というような厳しい状況でございました。最近、やはり緊急対策が浸透してきたのか、少しこのデータは落ちまして、現在は全国的に４番目となっております。ただ、非常に数が近接しておりまして、数字の順位としては若干当時の２番目から４番程度になってはおりますけれども、ほとんど差がございませんので、やはり緊急事態ということで、取組みを強化していきたいということでございます。
　製造業それから建設業、それから陸上貨物運送業において、集中点検を行ったものを資料として添付しております。以上が労働災害の状況でございます。
　そして、基準の５でございます。労働安全衛生法の一部を改正する法律案ですが、これについて厚生労働省にございます労働政策審議会で審議をされまして、答申をいただきました。現在、国会には提出をされておりませんけれども、現在の情報によりますと、今臨時国会に提出をするという方針で現在調整を進めているというふうにうかがっております。これは昨年の労働政策審議会の建議に基づいた部分の改正ということでございます。先ほど神奈川県内、メンタルヘルス対策の充実が求められているということを背景として分析をさせていただきましたが、医師との面談を義務付けるというふうな改正等でございます。
　そして２番目が、粉じん作業におけるマスクでございますけれども、これにつきまして、電動ファンの付いたものを認めるというものでございます。粉じん作業というのはぴったりとしたマスクを今まで使っておったわけでございますけれども、これでは呼吸がしにくいということもございまして、現場において少し呼吸がしやすいものも認めるというものでございます。
　そして３番目が、これも社会的に注目を受けております受動喫煙防止対策、これの充実に向けたものでございますけれども、これにつきましては下の欄を見ていただきますと、受動喫煙防止対策の支援事業についてということが資料２の終わりから載せております。ここで、御説明させていただきたいのは、今年の10月から中小企業である飲食店、特に旅館業などの従業員の方やお客さんがいらっしゃるところに対する助成装置についてです。これは一定の要件を満たす喫煙室、そういうような措置を講じていただいた場合に、中小企業であるという条件はございますけれども、その費用の４分の１、上限2百万円を助成させていただくというものでございます。これを周知していきたいと思う次第でございます。
○柴田会長
　ありがとうございました。
　それでは、続きまして、職業安定部長、お願いします。
○山本職業安定部長
　続きまして、資料番号の方から「安定－１」という資料に基づきまして、御説明を申し上げます。
　表紙をごらんいただきますと、説明項目としては１番から８番を御説明させていただきます。
　被災者の雇用の維持・生活の安定ということで、１番目として取組みの方向性といたしましては、未曾有の被害に対し、被害者を含めた国民の雇用・生活の不安を一日も早く払拭するという大きな使命を持っているということです。被災地からの避難者に対しまして、ハローワークの全国ネットを活用し、求人、求職の効果的なマッチングを図るということ。それから、「かながわ『日本はひとつ』しごと協議会」を設置いたしまして、関係機関の連携により被災者の生活支援を行うということとしています。
　上半期の取組みで、仕事分担の方は公共機関である我々が、情報の共有を図り、生活支援から効果的な就労支援までを一体的に実施するということを４月に確認をしております。その後、情報の共有として協議会通信を６月以降３回発行いたしております。
　それから、ハローワークの取組みとしては、避難所への出張相談と被災者のニーズに対応した求人開拓に努めております。新卒応援ハローワーク、こちらは横浜と川崎にございますが、特別相談窓口を設置いたしまして、内定取消しの相談であるとか、就職支援を実施してまいりました。震災発生後９月末までで、4,500人分の震災被災者用の求人を受理しています。それから震災被災者899人の求職を受理しております。
　それから、県との連携でありますけれども、県内の避難所に対してきめ細かな就職相談、ワンストップサービスを行うとともに、県営住宅等の入居希望者に対する合同相談会であるとか、被災者に対する労働相談会を実施してまいりました。また、県が開設した「東日本大震災支援・情報ステーション」では、二次受入れ施設等で生活する避難者を「かながわ避難者見守り隊」が個別に訪問しております。こういった事業においてハローワークで受理しました求人の情報を提供しております。
　それから、経済団体の皆様への協力要請といたしまして、震災の直後については、内定取消防止、それから、採用内定者の入社を御要請をさせていただいております。それから、震災の被害で派遣労働者への配慮、これについても要請をさせていただきました。
　それから、現在、下半期であるわけですけれども、取組みといたしましては、被災者向けの雇用対策を推進しているところです。「『日本は一つ』しごとプロジェクト」のフェーズ１・２を継続的に取組む、それから地元のフェーズ３の実施を支援しております。それから、ハローワークの機能・体制強化に努めてまいります。被災地以外からの職員応援派遣による窓口体制の強化を図る、それから、雇用調整助成金や雇用保険の特例措置の周知を図っていくということで、雇用の維持を図ります。全体的には被災地の本格復興を支えるとともに、急激な円高による雇用への影響等に対応するため、被災地等の雇用を創出し、それから、就職支援や職業訓練の拡充を行う、適正な労働条件の確保を行うというような第３次補正予算からの取組を行います。
　それから、２番のところ、ハローワークを拠点とした積極的な就労・生活支援対策ということで、まず、取組みの方向性です。ハローワークは、雇用保険制度による雇用のセーフティネットの機能強化を図ってまいります。
それから「第２のセーフティネット」といたしまして創設された求職支援制度、これは雇用保険と、それから最終のセーフティネットである生活保護が今の安全網というイメージですが、求職者支援制度により、雇用保険を受給できない方々に、無料の職業訓練と訓練期間中の生活支援を行う。それから雇用対策を国と自治体が協働する分野ととらえておりまして、自治体との話し合いの下、生活保護受給者や障害者など、福祉分野を初めとする対策に取り組んでいくという方向性を持っております。
　これを踏まえまして、上半期の取組みとしては、ハローワークの方は住居・生活支援窓口を設置しておりまして、住居・生活支援アドバイザーを全ハローワークに配置をしております。それから、生活福祉・就労支援協議会ということで、労働局、それから地方公共団体の福祉部門、各機関で構成するそういった事業、教育をもって、年間を通じたワンストップサービスの充実に努めておるところでございます。それから、福祉から就労支援事業ということで、こちらも同事業にかかる協定、事業実施計画の策定を進めておりまして、今、その手続が済んでおる自治体は10の市となります。
　それから、下半期の取組みといたしましては、求職者支援制度については、制度の周知、それから適切な訓練への誘導に努めているところです。訓練の受講中から訓練の修了後のハローワークにおける細かな就職支援などの取組みを徹底してまいります。ハローワークにおける訓練修了者の早期就職に向けた取組みを強化しております。
　それから、生活保護受給者等の就労支援を重点的取組みと位置づけております。地方公共団体とハローワークが連携で就労支援を実施するということで努めておりまして、ハローワークといたしましても、福祉から就労支援事業の枠組みを活用した就労支援を強化していく。それから、現在キャンペーン中でありますが、「首都圏年内就職応援キャンペーン2011」、これを10月から12月末まで首都圏の各労働局と連携いたしまして実施しております。神奈川県を始めといたします自治体、それから社会福祉協議会と連携して、ハローワークの住居・生活支援窓口を中心に取組みを展開しております。ハローワークにおいて、専門家である臨床心理士による心の健康相談、弁護士による多重債務相談、それから住居・生活支援アドバイザーにより、いわゆるハローワーク住居・生活ミニ相談会を実施しております。
　それから３番、若年者雇用対策の推進ということで、全体の取組みの方向性といたしましては、卒業までに一人でも多くの就職希望者が就職できるようにということで、支援を集中的に実施してまいります。これまで以上に大学あるいは高校との連携を深めるということで考えております。
　具体的な上半期の取組みを行ってきたのは、１つは新卒応援ハローワークに配置いたしました大学就職ジョブサポーターが、今までワンストップの就職支援を実施してまいりました。定着支援、それから担当者制度による個別支援によりきめ細かな支援を行っているところであります。
　それから、このジョブサポーターを増員いたしまして、現在、県下のハローワークには57名のジョブサポーターを配置しております。大学との連携、それから高校との連携によりまして、求人開拓、個別支援、更には職業相談、応募先の選定、面接指導等々展開しておるところです。
　それから、新卒者就職応援本部では、ハローワーク、地方公共団体、労働界、産業界の皆様、学校等から構成される皆さんが地域の実情を踏まえた就職支援を実施しようと取り組んでいます。今年は上半期の７月に同本部主催による３年以内既卒者の方を対象とした就職面接会を開催いたしました。それから、今、出ました３年以内の既卒者を採用する事業主さんへの奨励金というのが創設されたものですから、それについて積極的周知を図ってまいりました。
　７月には、県知事と労働局長が経済団体を訪問いたしまして、雇用の維持・確保及び若年者の雇用機会の拡大について要請をいたしました。それから、卒業後３年以内の既卒者の新卒扱い、これについての普及を進めております。具体的には労働局とハローワークの幹部が、従業員1,000人以上の規模の県下141社に対しまして、そういった方について新卒枠で採用になるように要請活動をやってまいりました。
　それから、被災地の新卒者、既卒者の支援について重点的に進めております。震災発生当初においては内定取消対策を、夏場以降は来春の卒業者の対策に力点を置いています。宮城県で開催された面接会についても神奈川から協力をしております。26社の会社さんの参加をいただきました。
　それから、下半期の取組みは、上半期の取組みを継続するということで、切れ目のない支援を展開しているところであり、高卒新卒者については、求人の確保に全力、それから詳細な求人情報の提供に努めておるところです。さらに未内定者が多く、支援の必要性が高い大学を重点的な対象として、複数のジョブサポーターを担当させる、出張相談を常時行うといったことで、大学側のニーズに応じて支援を強化していくという取組みを実施中です。年度末に向かうわけですけれども、この時期の集中的な支援に向けまして、いろいろと大学側の協力を得るつもりでおります。「神奈川新卒者就職応援本部」の主催の新規大学卒業者対象の就職面接会が開かれています。今週も、12月１日にパシフィコ横浜で面接会の開催を予定しております。
　それから、４番の高齢者雇用対策の推進です。年金の比例部分の支給開始年齢の65歳への引き上げにより、定年後、年金支給開始年齢までの間、無年金あるいは無収入となる方が生じることのないよう、雇用と年金を確実に接続させることが重要ではないかと思っております。現在、労働政策審議会に置きまして、希望者全員の65歳までの雇用確保策、年齢にかかわりなく働ける環境の整備についての議論が進んでおります。
　希望者全員が65歳までの雇用確保に関しましては、法定定年年齢の引き上げ、希望者全員の継続雇用の確保、雇用確保措置の実効性の確保について議論が進められておりまして、年内には議論を終えて、来年の通常国会に法案提出の予定という情報を得ております。方向性としては、雇用確保措置未実施企業に対する強力な指導、それから希望者全員65歳まで働ける制度の積極的な推進に取り組むということでございます。
　上半期といたしまして、６月１日現在、今のままの状況です。確保措置の実施状況は98.1％、前年度は1.6ポイントの上昇、それから、希望者全員が65歳まで働ける企業については、導入割合は46.6％。70歳まで働ける企業、導入割合は18.1％しかないということでございます。
　それから、企業普及啓発指導を実施しておりますが、下半期については31人以上規模企業の確保措置未実施企業に対して、文書指導を前提とした取組みを強化していくということでやっております。希望者全員65歳まで働ける企業に重点を置きまして、本年度末まで導入率50％を目指すということでやっております。高齢者雇用アドバイザーとの同行訪問による啓発指導を実施しておるところです。高齢者セミナー等々、啓発には力を入れておるところです。
　５番が障害者雇用対策の推進です。取組みの方向性としては実雇用率が、昨年まで毎年過去最高を更新するなど着実に進展してまいりました。一方で、中小企業における障害者雇用の取組みは減の状況でありますが、ハローワークでは、職業相談、職業紹介サービスの充実、事業主指導の強化、地域の関係機関との連携強化を図るということで、取組む方向性を持っております。具体的にはハローワークでは特別支援学校や障害者就業・生活支援センター等々と連携いたしまして、障害者に対してチーム支援ということで行動するものです。
　上半期には、知事と労働局長から、雇用の働きかけを各業界団体の皆さんに対して要請をさせていただいておりますし、いろいろと指導訪問に当たっているところです。また、神奈川県障害者雇用推進連絡会を経済団体、労働局、県などと持っておりまして、そこでの障害者雇用の話を進めておるところでございます。ハローワークにおいて積極的なマッチングを進めておりまして、県内各地で就職会を開催しております。
　チーム支援については通年的に実施をしておりまして、障害者についても、継続的支援といったところで、下半期の取組みについては、現在、未達成に転じた企業、あるいは新たに雇い入れ計画の作成命令の対象となる企業に対する指導に取り組んでおるところで、引き続ききセミナーあるいは面接会などを開催いたしまして、雇用の推進を図るといったところです。
今年６月１日における障害者雇用状況については、民間企業の実雇用率が、神奈川では前年が1.62％のところ、1.56％でした。全国は1.65％です。それから、民間企業の達成企業割合は42.4％、全国が45.3％ということで、少し低めに出ております。数字が少し下がったのですけれども、法改正が重なった関係で少し計算方法が変わりました。従いまして、前年の数字と単純比較は難しいのかなと思っております。障害者の雇用の数自体は増えておりますので、この数字だけをもって後退したと、取組みが後退したということは言えないかと、そういうふうに見ております。
　それから、６番は、安心して働ける雇用環境の整備ということで、派遣労働者、子育て女性支援、外国人雇用対策等ということで、取組みについて記載したものであります。
　取組みの方向性としては派遣労働者の雇用の安定と保護の観点から、労働者派遣事業が適正に運営され、その機能と役割が十分に発揮されるよう、集団・個別指導監督を実施する。それから、子育てする女性等に対する再就職支援の充実を図る。それから、日系人を含めた定住外国人に関する就労環境の改善に取り組むといった方向性をそろえて対策を思っております。
　上半期の取組みといたしましては、集団指導として派遣元セミナーを実施しておりました。それから、発注者を対象とした「請負適正化セミナー」を実施してまいりました。
　それから、子育て女性については、マザーズハローワーク横浜及びマザーズコーナー、これは県内５か所のハローワークに設置しておりますが、お子さん連れで来所しやすい環境を整備しております。予約担当者制度によるきめ細かな就職支援事業を推進しております。子育て環境については、地方公共団体との連携により仕事と子育ての両立支援や保育所・子育て支援サービスに関する情報提供に努めておるところでございます。
　外国人雇用については、県内５か所に就職支援ナビゲーターを配置いたしまして、「外国人指針」に基づく事業主訪問指導を実施しておるところです。各種連絡会議において情報交換を行っております。
　下半期、現在の取組みについては、派遣や請負等で働く労働者からの申告、相談には迅速な対応に努めるということ、それから、派遣労働者、派遣元・派遣先事業関係者から寄せられる情報提供を精査して、適切な指導監督に努めておるところでございます。特に、悪質な違反を犯した事業主、違反を繰り返す事業主、派遣受入れ期間を超えて労働者派遣を行う事業主、これらの事業主から繰り返し違法派遣を受け入れる派遣先に対しましては、行政処分、勧告、公表の実施を含めた厳正な対応を行っておるところでございます。
　それから、登録型派遣及び製造業派遣の原則禁止を予定している労働者派遣法の改正を見越して、派遣から請負への切替えを行う事業主や派遣先の増加が予想されるところでありまして、例えば偽装請負に対する厳正な指導監督を実施するといったことに取り組んでおります。
　７番ですけれども、地域雇用対策の推進。方向としては神奈川県に、県の方に造成された雇用創出のための基金であります「重点分野雇用創造事業」等を活用いたしまして、地域における失業者の雇用機会創出を図ります。「神奈川就職者支援センター」は財源が上記の基金事業でありますが、これにより、県と連携を図りながら、求職者の就労・生活支援を実施いたします。それから、「ふるさとハローワーク」においては、引き続き関係市と連携を図りながら、地域求職者の就職支援を実施いたします。
　上半期の取組みとしては、雇用・就業機会の創出を図るということで、今、申し上げました支援事業について、神奈川県及び各市町村が実施する事業からつくり出される求人にしまして、各ハローワークでは、積極的なマッチングに努めておったところです。
　求職者に対する総合的就業・生活支援を実施するために設置された「神奈川求職者支援センター」において協働して生活安全を図るための情報提供と紹介を実施しておるところであります。
　それから、下半期の取組みでありますけれども、引き続き、基金事業での状況の把握、それから求人情報の提供、それから、職員とも連携し、それぞれ神奈川求職者センターなどでも、それぞれ支援を図りますと、求職者の就職支援を行っております。
　それから、最後のページ、８番、雇用のミスマッチ縮小のための雇用対策の推進ということで、こちらの取組みの方向性としては、言うまでもなく、厳しい経済環境かにおける雇用・生活安定の確保を図ることです。職業紹介の実施と生活と再就職活動を雇用保険や職業訓練で支えるといったわけでありまして、具体的にはハローワークは職業紹介、雇用保険、事業主指導といった切り離せないそれぞれ補完的な機能に加えまして、日々変化する社会ニーズにも即応した対策にも取り組んでいるところです。
　ハローワークで日々、窓口で接します求職者、事業主、自治体、労使団体の皆様の声を労働局で集約をいたします。厚生労働省にそれらを伝えまして、雇用対策の立案あるいは見直しにつなげてまいります。ハローワークの全国ネットワーク、これを活用してということになるわけですが、もって、憲法に規定される勤労権、職業選択の自由を保障するという気持ちを持っております。雇用対策を国と自治体が協働する分野ととらえておりまして、生活保護受給者や障害者等の福祉分野をはじめとする対策に取り組んでまいります。ハローワークでは求人の総量確保のために、求人開拓、それから得られた求人を最大限に活用するための求人充足対策に重点を置いていくという方向性で取組んでおります。
　上半期の取組みといたしましては、求人の総量確保のための求人開拓を強化してまいりました。特に、正社員求人を重点的に、確保に努めたところであります。それから、求人充足、企業様からいただいた求人に対しては積極的に充足を図っていくということですが、例えば、求人条件の緩和の指導、働きかけを行うとともに、未充足求人へのフォローアップの強化をしているところでございます。
　さらに、雇用保険受給者の早期再就職の促進ということで、求職活動の心構え、あるいは労働指導情報の理解促進のために、就職支援セミナーを効果的に実施してきたところですが、求職者は雇用保険の認定日には必ずハローワークにいらっしゃいますので、こういった日を生かして、雇用相談につなげていくというような流れを取っております。
　それから、労働市場の適格な分析及び情報の提供、適格な職業訓練の実施といった取組みを行ってきました。
　下半期の取組みとしては、引き続きハローワークの全国ネットの力を生かしながら、利用者の立場から常によりよい行政サービスを提供していければといったところです。
地域主権改革の議論がいろいろとなされている中でございます。ハローワーク等、国の出先機関についての在り方が問われている場面ですけれども、それについて少し説明申し上げます。
　昨年、閣議決定されましたアクションプランからのものですけれども、これは、国と地方による一体実施という新たな連携の枠組みについて明記がされたものでありまして、この具体的実施を３年程度で行う。そして、その成果と課題を十分に検証して、自治体との一体的に実施できるものがあるならば、そういったことについて検討するといった閣議決定があるわけです。そして、この国と地方が実施していくという提案をいただいた自治体さんからは、この提案に沿って実施をしていく、というものです。
　地方移管型の提案をいただいたものについてはアクションプランに整合性はありませんので、こちらについては、一体的実施を進めることができないということで、こちらの提案は神奈川県さん、横浜市さん、川崎市さんといった自治体が提案されているところです。いずれにしても、県民、利用者の目から見て、利用される方の立場に立って、最良はどうなのかという観点が必要なのかなというふうに考えております。職業安定部から説明は以上でございます。
○柴田会長
　ありがとうございました。
　それでは、雇用均等室、よろしくお願いします。
○大西雇用均等室長
　それでは、雇用均等行政の実施状況について御説明させていただきます。
　「共通資料－４」に、23年度の行政運営方針実施状況というのがありますが、それの４枚めくった５枚目の裏からが雇用均等行政の重点政策になっております。大きなIV番です。
　雇用均等行政は、ここにありますように大きな柱が３つございまして、大きな１つ目が雇用分野における男女の均等な機会及び待遇など確保対策の推進ということで、均等法における基本理念です。この均等法に基づく基本的な対応を大きく分けますと、１つは相談を受けます。受けた相談の中から個別紛争に発展していくものがあるわけですけれども、妊娠・出産を理由とする不利益取扱い、セクシュアルハラスメントに関する相談を受けて、それで個別紛争になったら、調停などに対する対応をするというものです。それから、２つ目としましては、企業を訪問させていただきまして、均等法に基づく雇用関係の指導をしていく。それから、３つ目は、男女間格差の大きな企業に対しては、ポジティブ・アクション、実質的な男女格差の解消について実施的な取組みをいただくよう、御説明していくということをしております。
　それから、大きな２つ目は職業生活と家庭生活の両立支援対策です。これは１つには、改正育児・介護休業法についてあらゆる機会を通じて周知徹底を図りました。法に関する労働者、事業主等からの相談に応じるとともに、個別紛争については、紛争解決援助制度や調停などにより解決を図りました。２つ目が企業において育児休業等の規定が適切に整備され、制度として定着するように計画的な指導を行いました。それから３つ目は、両立支援対策が利用しやすくなるような環境を整備するために、ファミリー・フレンドリー企業の表彰や助成金の利用、活用などを通じた雇用環境の改善を図っています。それから、両立支援対策として、次世代支援対策推進策に基づく一般事業主行動計画の策定がございます。これは23年４月から、100人以下の企業にも義務づけられておりますので、こちらの方の履行確保に取り組んでいくということも、これらの支援対策の中の柱ということになります。
　それから、大きな３つ目がパートタイム労働者の働きに見合った公正な待遇など確保対策の推進ということで、これはパートタイム労働者の相談に応じると同時に、各企業を訪問しまして、共通ジョブステージなどについて雇用関係のアドバイスをするということをやっております。それと同時に助成金の給付と、それから企業努力による均衡待遇の普及の支援というのをやっています。
　これらの実施状況につきましては、資料番号「均等－１」に今年度の上半期の雇用均等行政運営状況をお示ししております。一番上が男女雇用機会均等関係、その下に育児・介護休業関係、パートタイム労働関係、次世代育成支援関係が掲載されております。
　平成18年度からの相談状況は、例えば均等法であれば、平成19年度ころから少し増えている、育児・介護休業関係では21年度ころから急激に増加している、パートタイム労働関係の場合には20年度からなんですけれども、こういった流れがこれでおわかりいただけるかなということで、18年度ぐらいから載せております。
　23年度上半期につきましては、若干、昨年度より少なめになっておりますので、これは下半期の状況を見て、また分析していきたいと思います。
　それから、一番下が、次世代育成支援関係で、先ほど申しました101人から300人規模の企業の届出受理状況は２段目になります。9月末で84.4％ですね。全国が89.3％でので、ちょっと低めですけれども、これも10月には94％になっておりますので、年間通して見ていくということになるかと思います。
　１枚めくったところに、１枚刷りですが、神奈川労働局管内認定くるみんマーク企業名一覧がございます。全部で４２件ですが、２回目の認定の会社も６件ありますので、３６社です。
　それから、次世代対策につきましては、関係機関との連携ということで、今日は神奈川県経営者協会の石部専務さんに御出席いただいておりますが、経営者協会は次世代センターとして企業の御相談などにも乗っていただいているような形でご協力をいただいているところです。
　以上でございまして、今年も下半期からの取組みでございますが、改正育児介護休業法に基づく育児のための短時間勤務制度、それから介護休暇につきましては100人以下の事業所に２年間猶予されていたところ、来年から全面施行されるということで、周知を図ってまいります。
　「資料－５」は今年の９月から施行されました両立関係の助成金についての資料となります。
「資料－６」ですが、従来21世紀職業財団で扱い、短時間労働者だけを対象としていた助成金制度をフルタイムの有期契約労働者まで対象を拡げたものです。以上です。
○柴田会長
　ありがとうございました。盛りだくさんの内容でございますけれども、時間が余りないという状況でございますが、どこからでも結構でございますので、質問等ありますでしょうか。どうぞ、御自由に御発言いただきたいと思います。
○林委員
　電気連合の林でございます。障害者雇用について質問させていただきたいと思います。障害者自立支援法が見直しの論議をされていることを聞いているのですけれども、プロセスとしてあるのかわからないのですが、意見反映の機会が労働局の立場としてあるのか、障害者雇用に対する就労支援をやっている団体が、意見反映する機会が設けられているのか、教えていただければと思います。
○山本職業安定部長　　　
障害者自立支援法については、労働局としての意見を反映するという直接のタイミングはないのですが、日常的にはハローワーク、それから、資料に書きましたような労使、県もはいっおられる推進センターがあるので議論を重ねていく、広い意味では労働局として、福祉の方に意見を述べていくというようになっております。いろいろと生活支援センターと連携しておりますので、そういったことは反映ができるのではないかと思います。
○林委員
総合福祉法みたいな形の新法に変えるための論議をしていると聞きまして、どちらかというと支援という側面から、保護するみたいなところを強化していくみたいな動きの論議をされているように聞きました。例えば、この労働法を適用して障害者の最低賃金を補償しよう、それを訴えている。ただ、大きいところは税金で埋めて補填をしていこうという話をされているように、聞いております。まだ決まっていないと思うのですけれども、雇用していただける企業、そういった動きが一般企業に進んでいるのかどうか。もしかしたら、変な言い方ですけれども、一般企業というのはどこまで持っていくことが可能なのだろうか、そういう制度になった場合、どこまで雇用が高まるのだろうかという、心配をしている。そういった就労支援もやっている事業所から、ある程度聞いておりまして、是非、法改正のための審議会には直接かんでいないことは先ほどの説明でわかりました。神奈川労働局も現場として今、いろんなところを取り組んでいただいている中で、新しい法律に変わる際の現場の課題というのは重要ですので、是非、機会がなければ作っていただいて、いい意味での法律をつくっていただきたいなと思っているわけでございます。
○山本職業安定部長
　そういう意味では、指導と言いますか、雇用を通じて、障害を持った方が社会に参加できることを計画のコンセプトとして持っております。したがって、やる気があって、意欲と能力がある障害者の方が戦力として立て直していただけるような、そういった全員参加の社会づくりを取り組んでいきたいと思います。
○柴田会長
　コンセプトと法律が違う方にいってしまうという危惧をもっておられるということですね。
　ほかにございますでしょうか。どうぞ。
○柏木委員
　連合神奈川の柏木です。
　行政運営方針、これも質問していいですか。何点か質問したいと思います。この運営方針に入る前に、先ほどお話がありましたいじめ嫌がらせの相談が増えているということでございますが、前から気になっているのですが、パワハラに関して、その後、中央ではどんな動きになっているのか。いじめ・嫌がらせといった日本語で定義がされているのか、それとも、まだパワーハラスメントそのものは十分吟味がなされていない状況なのかということが１点です。
　それから、運営方針に関わることですが、多店舗展開の飲食店が多いので、そこはしっかりやりたいという気持ちはございました。私どもも、多店舗展開する飲食店の案件を数多く抱えておりますので、その辺の記述がどこかほかのところに移っているのか、というところが２点目です。
　それから、同じく22ページの「労災かくし」の関係です。22ページは「司法処分も含め厳正に対処する」と記述されていますが、一昨年の２月ごろ、送検手続を原則とするのだということで書かれていたと思います。その辺が私たちにすれば、処分を含めてですと後退しているような気がいたしますので、どういう経緯なのかということが３点目です。

　それから、29ページの障害者雇用にかかわる福祉から就労への支援金の目標数値というのが、昨年に比し若干下がっているのではないかと私は見たものですから、それについてどういうバックグラウンドだったのかなということです。
　それから、32ページに関して、育児休暇取得促進助成金が廃止になって、その後、それにかわるものとして、こういうふうな形で、先ほども大西室長からご説明がありましたが、その辺についてのバックアップはどうなっているのかなということが４点目です。
　最後、５点目ですけれども、34ページに、障害者雇用にかかわっての、公的機関の雇用未達成機関に対する指導を徹底するというふうに記載されています。これは公的機関のどこだということをテープに残すことはできませんので、参考資料ということで、情報提供していただけないかということです。以上、５点です。
○柴田会長
　では、最初は４点についてお願いします。
○西井総務部長
　まず、１点目でございますが、パワハラの問題についてのご質問でございます。事務局の検討状況ということでございますが、現段階におきまして、具体的に総合的にこの問題につきまして取り扱って検討しているという状況はまだ聞いておりません。具体的な例、私どもは当然、個別労働紛争関係を中において、あるいはそれが労災請求ということであれば、労災の認定を得る中において対応しているというのが現状でございまして、今、中央段階で統一的な動きがあることは聞いておりません。何か動きがあれば情報収集して提供していきたいと考えております。
○柏木委員
　中央にしっかりやれといってください。
○西井総務部長
　わかりました。
○柴田会長
　それでは、基準部長おねがいします。
○小松原労働基準部長
　先ほどからの多店舗展開の関係の賃金未払いのことでありますけれども、こちらの資料の20ページの長時間労働の抑制のための監督指導というところに記載させていただいて、最後のところでございますけれども、更に、多店舗展開する小売業、飲食店等の店舗における管理監督者の範囲の適正化という形の表現で、数少ない正社員とアルバイト職員という構成、その中で一番番問題になってきているのは、名ばかり店長ということで、そこにもスポットを当てて、賃金不払いを含めて、使用されるという状態に力を入れて、適正化に取り組んでおります。
　それから、労災かくしの件で、労災かくしにも、22ページの方で、「労災かくし」の排除にかかる対策の一層の促進ということで書いてあります。御指摘いただきましたように表現ぶりが若干変わっているところがございますけれども、今年度も3件送検しているという状態で、厳正に対処しているという観点では従来と何も変わりません。
○山本職業安定部長
　「福祉から就労」支援事業の就職率40％以上の目標についてお答えします。
　この水準自体は、現実に即した水準を継承したというのが実際のところであります。内容としては、市との協定にありますとか、事業計画を結ぶということで具体的なアクションとして、中身を伴うものとして徹底やりますので、リスクとしてはむしろ再稼働としては強化したというふうに思っております。
　この40％というものの水準についてはハローワークで指導していく就職率としては高い数字であるということを申し添えるとともに、やはり一度生活保護の受給をしてしまうと、なかなか意欲があっても、再就職のハードルが高いというようなところがありますので、やはり就労努力と能力を引き出す、その前提として雇用をつくり出していくというような政策を構築していかなければいけないというふうに思っております。
○大西室長
　育児休業取得促進助成金というのは、以前、ハローワークで支給していた育児休業中の労働者に賃金を払うという助成金だったのですけれども、このたび、21世紀職業財団のレベルアップ助成金とともに労働局の方に移管整備いたしまして、似たようなものについては見直していくということ、それから、育児休業中の経済支援について、育児休業給付という制度がありますので、今、5割出ておりまして、そのことと相まって育児休業支援助成金についてはなくなっているのだと思います。ただ、中小企業両立支援助成金の中に、継続就業支援コースというのがございまして、これは育児休業を取得した後、更に１年間継続勤務をするということが要件になるものでありまして、従来のように休めば減るというものではなくて、むしろ継続就業の方に着目した形で見直しがされているということで、トータルで見ますと、育児休業が取得しやすい、あるいは短時間勤務を取得しやすい環境の整備のためには、この助成金については、大いに機能しているものになっているというふうに考えております。
○柴田会長
　柏木委員、よろしいですね。ということで、ほかにございますでしょうか。
○高木委員
　希望者全員が65歳まで働ける企業、あるいは70歳までのことに対しても御説明はいろいろありまして、それで、定年年齢が上がっているというふうな話が出ました。この働けるというのは、例えば60歳になると、１週間働いたのが３日でも、私は働けるということにみなすとか、あるいは、給料が極端に減ってしまっても働けるというところを考慮するというのは企業としてポイントが上がるということですが、本当に65歳まで働けるという、働く人にとって適切な制度になっているのかどうかというのは非常に難しいなと思うのですね。
　私がこの間、ある大企業の人事の人と話をしていたのですけれども、20年ぐらい勤務していたそうなのですけれども、正常雇用の条件が余りにも厳しすぎて、20人のうちの19人は断ったというのですね。１人だけは、その厳しい条件を受けざるを得なくて、家庭の事情で受けたのですけれども、ただ、結局は、希望しなかったということになるというような話も聞いたのですね。ですから、このあたりがこれからのいろいろな課題だと思うのですけれども、ちょっとお聞かせいただきたいと思います。
○山本部長
　20人の方の継続雇用についての条件が厳しいというのは、日本の経済については今年ちょっと現況察していただくものでありますけれども、確かに定年が済んで、これから働く方については、いろいろおありだと思います。ただ、会社としても雇用等の制度が整っているかどうかとを踏まえての議論になるとは思いますけれども、今、高齢者雇用の対策の中では雇用と年金がきちんと接続されていないと生活の安定が図られないということですので、そこのところについては直接の回答にはならないのですけれども、制度として、あるいは雇用の継続を図ることの中に高齢者の生活の安定を図るということにもつながるようにと思っております。
　いずれにしても、いろいろ法改正に当たっては、特に経営者の皆様方に意見があるということは重々思っております。人件費がかかるのではないかとか、あるいは年金制度を変更するのであれは、使用側ばかりに求めるのではなくて、国全体で制度をきちんとやるべきだという声も聞いておりますし、あるいは高齢者を雇うことで、若年者の雇用の場がなくなるのではないかという話も含めて、今、中央の方で、審議会の方で、よりよいやり方を議論しているというところであります。
○柴田会長
　よろしいでしょうか。いずれにしても、現場の声をできるだけ反映させてほしいというようなご意見がございました。
　時間が迫っておりますので、あと一人ぐらいは。どなたかいらっしゃいますか。よろしいですか。
　まだまだ、皆様ご意見がおありかとと思いますけれども、今後の施策につきましては、できるだけ現場の声を反映させていただきたいと思います。
　それでは、本日の審議会をこれにて締めさせていただきますが、事務局の方から連絡をお願いします。
○岩下室長
　ありがとうございます。本日は長時間にわたりましてありがとうございました。次回、第２回目になりますが、３月の上旬ごろにまた行政運営方針等の御審議を賜りたいと思います。また、改めまして日程調整等をさせていただくことになりますので、どうぞ、よろしくお願い申し上げます。
○柴田会長
　本日の議事録の署名につきましては、労働側は柏木委員、使用者側は石部委員を指名したいと思います。
　それでは、本日はどうもありがとうございました。
○岩下室長
　ありがとうございました。これにて閉会とさせていただきます。
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